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将来技術に関する情報収集

ブレーキ粉塵試験、路上走行試験、低温試験等についてWP29における議論の情報収集/EURO7動向注視

大気・騒音振動部会

国内外のPM2.5の健康影響に関する情報収集

第十四次答申及び報告で示された今後の検討課題 （※赤字：重点検討課題）

①微小粒子状物質等に関する対策 ②ブレーキ粉塵及びタイヤ粉塵に関する対策 ③特殊自動車の排出ガス低減対策 ④燃料蒸発ガス低減対策 ⑤アイドリング規制の見直し
⑥路上走行検査等の導入 ⑦低温試験及び高温試験の導入 ⑧ガソリン・LPG重量車の排出ガス低減対策 ⑨燃料性状による排出ガスへの影響 ⑩その他の未規制物質対策

今後の自動車排出ガス専門委員会の進め方（案）

専門委員会

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 令和４年度以降

スケジュール

専門委員会 作業委員会

大気環境に関
する実態把握

技術開発に関
する実態把握

関連情報
収集

PM2.5・VOC排出量の更新

道路沿道におけるPM2.5成分分析調査

自動車排出ガス
等に関する
実態調査

シミュレーション情報収集・適用検討

次世代燃料に関する基礎的調査/燃料性状による排出ガスへの影響調査

自動車排出ガス原単位・総量の更新

路上走行時の排出ガス実態調査/尿素SCRシステム搭載車排出実態調査

既存の対策
の推進

ブレーキ粉塵測定・評価法に関する検討調査

ディーゼル特殊自動車の排出実態調査

低温環境が自動車排出ガスに及ぼす影響調査

メーカー等ヒアリングの実施

大気環境配慮型SSの利用促進

作業委員会

ブレーキ粉塵測定法ラウンドロビン試験への参加

※未規制物質については、R3年度は各調査の中で取得できるか検討予定

中間
報告



項 目
第14次
答申

要 旨 案

微小粒子状物質等に関する対策 ○
現在、UN-ECE/WP29において、PN計測法の検出範囲の下限を、現行の粒径23 nmから10 nmへ引き下げることについて議論さ
れている。我が国としても、日本国内の排出実態等の知見をUN-ECE/WP29に展開する等、引き続き、国連の活動に参画・貢献し
つつ、我が国の環境と自動車排出ガスの影響度を考慮して、試験法の改定等について検討すべきである。

○

ブレーキ粉塵及びタイヤ粉塵に関する対策
○

排気管から排出されるPMが低減されてきたことから、ブレーキ粉塵やタイヤ粉塵の排出割合が相対的に高まってきている。ブ
レーキ粉塵については、UN-ECE/WP29において令和3年（2021年）までに試験法を策定することが合意されている。今後、我が国
もラウンドロビン試験に協力するとともに、我が国の調査等において得られた知見をUN-ECE/WP29に展開する等、国際基準の策
定活動に積極的に参画・貢献すべきである。

○

特殊自動車の排出ガス低減対策 ○

排出ガス規制対象（定格出力が19 kW以上560 kW未満）の特殊自動車については、大気汚染状況、排出ガス寄与度、技術開発
動向及び国際動向等を踏まえ、必要に応じ排出ガス規制の強化について検討する必要がある。特に、微小粒子状物質対策に関
しては、PM排出量における特殊自動車の寄与割合が増加することが予想されるため、特殊自動車以外の自動車で導入したPN
規制も含め、求められる対策について検討する必要がある。
排出ガス規制対象外の特殊自動車については、排出寄与度、技術開発動向、国際動向及び国土交通省の建設機械指定制度の
効果、日本陸用内燃機関協会の自主的取り組みを踏まえ、必要に応じ排出ガス規制の導入について検討する必要がある。

◎

燃料蒸発ガス低減対策
駐車時の燃料蒸発ガスについては、駐車実態を考慮した費用対効果は駐車試験の日数を3日とした場合の方が優れており、
将来的に3日へと強化することも考えられる。また、パフロスについて、国際基準の試験法が検討されている密閉タンク以外の車
両においても、排出量と対策に係る費用を考慮し基準の策定を検討すべきである。

アイドリング規制の見直し
四輪車のCO規制強化については、国連の排出ガス関連規則の組替えの検討状況を踏まえ、今後、その動向を見極めつつ、改め
て排出量の実態や測定機器の開発・普及状況を把握した上で、検討すべきである。

路上走行検査等の導入

第14次答申で示されたPN規制の導入を踏まえ、路上走行検査におけるPN規制の導入の必要性について、国際基準調和の観点
も踏まえつつ、実態調査等を含めて、検討を行うべきである。
また、排出ガス総量算定のための原単位についても、実路走行を想定した補正を行う等、必要に応じて算出方法を見直すことが
適当である。

○

低温試験及び高温試験の導入

現在、UN-ECE/WP29において、令和3年（2021年）までに低温試験の試験法を策定することが予定されている。低温試験及び高
温試験は、車両が実際に使用されている環境における排出ガスを低減させる有効な対策であることから、我が国としても国際基
準の見直しに積極的に参画・貢献し、また、国内における導入の必要性について、実態調査等を行う等して、検討を行うべきであ
る。

○

ガソリン・LPG重量車の排出ガス低減対策
現在、JE05モードで測定した排出ガス値にポスト新長期規制（平成21年規制）の排出ガス許容限度を適用している。今後、大気汚
染状況、排出ガス寄与度、技術開発動向等を踏まえ、必要に応じコールドスタート試験の導入を含めた排出ガス規制の強化、オ
フサイクル対策、OBDⅡの導入について検討する必要がある。

燃料性状による排出ガスへの影響

重油の需要減少への対応から、残渣油を分解しガソリンや軽油に混合することによる有効な利用が進んでいる。残渣油を分解
したものを混合した自動車燃料は、排出ガスの微小粒子状物質やPNに影響を与えることが指摘されている。
また、地球温暖化対策として有効とされているバイオマス由来の燃料について定められた品質を満たすことが必要とされているが、
それを超えるバイオ混合軽油を使う場合、排出ガス値が増大するおそれがある。これらの燃料性状が排出ガスに与える影響を調
査し、その結果を踏まえて対策を検討する必要がある。

その他の未規制物質対策

自動車から排出されるVOCについては、HC又はNMHCを規制対象としているが、炭化水素系の成分によって大気汚染への影響
は異なると考えられるため、未規制物質についての排出量把握の基盤を整備し、得られた情報を基に必要な施策を講じるよう努
めることが望ましい。また、自動車排出ガス低減対策の検討にあたっては、温室効果ガスであるCO2、CH4、N2O等が増大しない
ように配慮する必要がある。

中間報告に向けて優先的に検討すべき課題について（案）


